
【別紙１】

森林イベント等を開催し、市民
の森林への関心を高めるととも
に、刈り払い機やチェーンソー
の安全講習会等を開催 して、森
林ボランティアの担い手の育成
に取り組みます。

森林イベント等を開催し、担い手の
育成に取り組む。

森林イベント　1回開催
刈払い機・チェーンソーの
安全講習会　各1回開催
森林整備実地研修　2回開
催

B
引き続き森林イベント等を
開催し、森林ボランティア
の担い手の育成に繋げる。

農林課

生駒の緑の中で活動がしたい・
関わりたい・興味がある市民が
集う場として、市民・事業者・
研究機関・行政による対等な共
創を促進するための緑のリビン
グラボを設立します。

懇話会を実施するとともに、新たな
実践を支援する連続企画「みど活！
いこま」を行い、次年度以降のリビ
ングラボの在り方を定める。

生駒市緑の基本計画の改定
に当たり、懇話会を開催す
るとともに、緑と関わる活
動の実践者等から意見聴取
を行った。
また、緑に関わる機会の創
出を目的として、「みど
活！いこま」を開催し、緑
の基本計画策定に、市民協
創のあり方を反映させた。

B

「みど活！いこま」
の実践から得られ
た、意見をもとに市
民協創のあり方を改
めて検討するととも
に、新たに緑に関わ
る市民等を増やし、
活用につなげる取組
が必要である。

令和8年6月に策定予定の緑
の基本計画に基づき、各種
事業を推進するとともに、
市民が緑と関わる活動を実
施できるよう、積極的な支
援を行う。

みどり公園課

いこまSDGsアクションネット
ワークの会員等の市民団体が、
森林資源を活用した事業を行う
際の支援を実施します。

いこまSDGsアクションネットワーク
会員等による自然観察会等の広報支
援を行うほか、森林資源等を活用し
た取組事例の情報提供を行う。

・エコネットいこまの自然
観察会の広報支援を行っ
た。
掲載回数：4回
・会員による森林資源等を
活用した取組紹介（いこま
山の子会のわいわいまつ
り）を会員MLで共有(1回）

A

引き続き、いこまSDGsアク
ションネットワーク会員等
による自然観察会等の広報
支援を行うほか、森林資源
等を活用した取組事例の情
報提供を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

森林整備で生じる森林資源を利
活用することで、ボランティア
団体の収益化につながるサポー
トを進めていきます。

農業者との意見交換で得られたアイ
デアを取りまとめ、実際の取り組み
に繋げる。

懇話会等で情報の集約を
図った。

B
イベントの開催時に既存ボ
ランティアにも周知し、
マッチング等を検討する。

農林課

消費者のオーガニック志向等に
対応した有機農業やみどり認
定、地産地消・旬産旬消を促進
し、環境にやさしい農業を推進
します。

みどり認定を取得する農業者を増や
す。

新規みどり認定取得　１名 B
引き続き、農業者へみどり
認定の制度を周知し、新規
取得を促す。

農林課

農福連携を進めることで、障が
い者やフリースクール生の社会
参加や農業を通じたケアやリハ
ビリ、生きがいづくりを支援
し、将来的な農業の担い手不足
の解消につなげていきます。

福祉事業者等へのヒアリングを行
い、生駒市で実現可能な農福連携の
形を検討する。

農福連携に係る研修の参加
福祉事業者へのヒアリング
4者
農業祭で福祉ブースを設け
て、販売機会の創出を図っ
た。

A
HPに農福連携の取り組み例
を掲載し、情報発信を行
う。

農林課・障がい
福祉課

農業を切り口にしたまちづく
り・コミュニティづくり

（１）自然環境　～いこまの自然保全と活用～

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について 「リーディングプロジェクト」

具体的な取り組みの例

地域住民が主体となる森林環
境づくり

森林資源の有効活用

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果
令和７年
度の評価

令和８年度に向け
た課題と改善方針

令和８年度の取組計画
（目標）

担当課
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について 「リーディングプロジェクト」

フードドライブの周知啓発

現在、市の施設や市内店舗、さ
らには市主催のイベントにおい
て実施しているフードドライブ
事業の周知を一層推進し、市民
の参加を促進します。

市主催イベントに加え、自治会の防
災備蓄品入替時や「まちのえき」な
ど地域密着型のフードドライブ実施
を検討する。

市の窓口での常時受付やた
けまるホールでの定期受付
に加え、「まちのえき」で
の実施や、自治会・医療機
関・民間企業等と連携した
取組を実施した結果、
2,198個（約1,106kg）の食
品寄付があった。

B

市主催イベントに加え、自
治会の防災備蓄品入替時や
「まちのえき」など地域密
着型のフードドライブ実施
を推進し、実施主体の拡大
と市民参加の促進を図る。

環境保全課

食品ロス削減協力店制度の活
性化

積極的に食品ロス削減の取組を
している店舗を登録する「生駒
市食品ロス削減協力店」制度に
ついて、登録対象を市内飲食店
まで拡大し、食べきり協力店を
募集します。

食品ロス削減協力店制度について、
市内飲食店まで拡大し、食べきり協
力店を募集する。

・食品ロス削減協力店制度
の拡大によらず、アクショ
ンネットワークの運用を通
じた民間主導による取組を
拡充する方向での検討を
行った。
・健康課が主催する「小学
生メニューコンテスト」に
「エコメニュー賞」を設け
選定した。

B

・食品ロス削減協力店制度
の拡大によらず、アクショ
ンネットワーク会員を中心
としたリビングラボにおい
て、民間主導による食ロス
の取組を推進する。

脱炭素まちづく
り推進課

フードシェリングサービス、
コミュニティフリッジの導入
検討

「生駒市食品ロス削減協力店」
制度に登録された飲食店のニー
ズを調査したうえで、フード
シェアリングサービスやコミュ
ニティフリッジの導入を検討し
ます。

食品ロス削減の取組の一環としての
「フードシェアリングサービス」や
「コミュニティフリッジ」の実践事
例の把握に努める。

アクションネットワーク会
員による連携事業の実現に
向け、連絡・調整を行っ
た。

A

引き続きアクションネット
ワーク会員による連携事業
の実現に向け、連絡・調整
を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

フードパントリーの実施拠点
の拡大

子育て世帯への食料等支援事業
として実施している「みんなの
居場所ごっちゃ☆ばぁ」のよう
に、パンや食料品、学校用品の
おすそ分けを実施する拠点を拡
大します。

フードドライブで集まった
食品について、社会福祉協
議会やフードバンク奈良等
と連携し、子育て世帯等支
援を必要とする市民へ提供
を行った。

引き続き、フードドライブ
で集まった食品を社会福祉
協議会等を通じて必要とさ
れる市民に提供するととも
に、関係団体と連携し、
フードパントリー機能を担
う拠点の拡大や周知の充実
を図る。

環境保全課

令和７年度の取組結果
令和７年
度の評価

（２）生活環境　～かしこく地域福祉に寄与できる食品ロス削減～

令和８年度に向け
た課題と改善方針

令和８年度の取組計画
（目標）

担当課具体的な取り組みの例 令和７年度の取組計画（目標）
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について 「リーディングプロジェクト」

エネルギーコストの地域内循
環の促進

市域の太陽光発電の卒FIT電気
や、木質バイオマス発電所の電
力を「いこま市民パワー株式会
社」が買い取り、地産電源を拡
大するとともに、市域への供給
拡大を図ります。

・いこま市民パワーによる電力供給
を継続するほか、一般家庭の卒FIT電
源の獲得件数拡大に向け、連携して
取り組む。
・脱炭素推進交付金により太陽光発
電設備を導入した家庭から余剰電力
の獲得に向け、連携して取り組む。
※いこま市民パワーの供給目標
・公共施設91施設
・民間事業所105施設
・家庭220世帯
家庭の卒FIT電源買取
・200件（600MWh）

指定管理施設14施設に加
え、民間11施設及び家庭10
世帯に新たに供給を開始し
た。
※いこま市民パワーの供給
件数
・公共施設92施設
・民間施設72施設
・家庭83世帯
※家庭の卒FIT・非FIT電源
買取
・218件（611MWh）

C

国が推進する脱炭素
先行地域づくりを実
践する都市として、
いこま市民パワーと
の連携により、太陽
光発電設備等の導入
を継続するととも
に、供給拡大の取組
を強化する。

・いこま市民パワーによる
電力供給を継続するほか、
一般家庭の卒FIT電源の獲
得件数拡大に向け、連携し
て取り組む。
・脱炭素推進交付金により
太陽光発電設備を導入した
家庭から余剰電力の獲得に
向け、連携して取り組む。
※いこま市民パワーの供給
目標
・公共施設93施設
・民間事業所135施設
・家庭120世帯
家庭の卒FIT電源買取
・225件（658MWh）
脱炭素先行地域非FIT買取
電源
・145件（215MWh)

脱炭素まちづく
り推進課

脱炭素先行地域事業

「いこま市民パワー株式会社」
などの民間主導により、脱炭素
先行地域の対象施設・家庭への
太陽光発電・蓄電池の設置を推
進します。

国が推進する脱炭素先行地域づくり
を実践する都市として、いこま市民
パワーの電源となる太陽光発電設備
等の導入に取り組む。

令和７年度実績
・公共施設
　太陽光発電2件
（283.8kW）
・戸建住宅
　太陽光発電34件
（164.3kW）、蓄電池45件
（401.1kWh）

B

国が推進する脱炭素先行地
域づくりを実践する都市と
して、いこま市民パワーの
電源となる太陽光発電設備
等の導入に取り組む。

脱炭素まちづく
り推進課

コミュニティサービスの強化

「いこま市民パワー株式会社」
と連携して、収益を活用した登
下校見守りサービスや自治会の
活動支援など、多様な地域課題
解決につながるコミュニティ
サービスを実施します。

登下校見守りサービスや、
自治会の支援としてエコタ
ウンまちづくり応援補助金
を継続実施し、自治会の不
用品販売代行を開始した。

登下校見守りサービスや、
自治会の支援としてエコタ
ウンまちづくり応援補助金
等を継続するとともに、さ
らなる収益還元の仕組みの
充実を図る。

脱炭素まちづく
り推進課

（３）地球環境　～地域経済の循環に資するエネルギーの地産地消～

具体的な取り組みの例 令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果
令和７年
度の評価

令和８年度に向け
た課題と改善方針

令和８年度の取組計画
（目標）

担当課
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について 「リーディングプロジェクト」

いこまSDGsアクションネット
ワークの活性化

いこまSDGsアクションネット
ワークの「SDGs デリバリー」
について、市内の企業・団体に
よる体験型企画をより重視 した
仕組みとして運用し、市民の行
動変容を促進します。

いこまSDGsアクションネットワーク
会員と連携して「SDGsデリバリー」
をはじめとした市民向け学習機会を
増やす。

・SDGsデリバリーの実施
（1件：コーヒーの麻袋で
苗ポットを作ろうWS）
・SDGsデリバリーメニュー
の追加（1件：サントウ
シャ提供「呼吸するまち、
生駒」）

B

いこまSDGsアクションネッ
トワーク会員と連携して
「SDGsデリバリー」をはじ
めとした市民向け学習機会
を増やす。

脱炭素まちづく
り推進課

まちづくり会社「いこま市民
パワー株式会社」との連携

いこま市民パワー株式会社が、
いこまSDGsアクションネット
ワーク会員や市内企業・団体な
どのハブとなり、民間事業者や
団体等の連携を支援すること
で、民間主導型の啓発事業を促
進します。

いこま市民パワーと連携し、まちづ
くり会社としてのビジョンの明確化
及びコミュニティサービスの具体化
を図る内容を盛り込んだ「中長期計
画」を策定する。

・いこま市民パワーと連携
し、「いこま市民パワー株
式会社中長期計画2026」を
策定した。
・電力事業の安定化を踏ま
え、まちづくり会社として
の役割・取組課題・将来ビ
ジョンを明確化する方向性
を明示した。

B

いこま市民パワーが実施す
るまちづくりワークショッ
プに協力し、いこま市民パ
ワーが取り組むべき、生駒
市として制度化するに至ら
ない地域課題を抽出し、い
こま市民パワーの役割・ビ
ジョン等の明確化を図る。

脱炭素まちづく
り推進課

複合型コミュニティ「まちのえ
き」のように、市民が環境施策
に参画しやすくなる仕組みや拠
点づくりに取り組みます。

【地コミ】こみすてモデルを含め、
多様な住民が参画できる複合型コ
ミュニティの形成に係る支援を行
う。

複合型コミュニティづくり
に取り組む４自治会に対
し、補助金の交付等の支援
を行った。

B

補助金の交付終了後
も自立して活動を続
けていくための資金
調達等が課題となっ
ている。少額でも稼
ぐ仕組みづくりを支
援していく必要があ
る。

こみすてモデルを含め、多
様な住民が参画できる複合
型コミュニティの形成に係
る支援を行う。

地域コミュニ
ティ推進課

エネルギー、ごみ、自然環境な
ど、環境に関する各分野の団体
等と連携し、市民が主体となる
まちづくりを推進します。

アクションネットワーク会
員を中心としたリビングラ
ボにおいて、民間主導によ
る、市民が主体となるまち
づくりを推進する。

脱炭素まちづく
り推進課

（４）コミュニティ　～産官学連携によるライフスタイル変革～

令和８年度の取組計画
（目標）

担当課

市民参画の促進に向けた支援

具体的な取り組みの例 令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果
令和７年
度の評価

令和８年度に向け
た課題と改善方針
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【別紙１】

1
里山をはじめ、地域の生物の
生息・生育環境を保全しま
す。

富雄川クリーンキャンペーン、大和
川一斉清掃を実施予定。

富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を予定
通り実施。

B
富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を実施
予定。

環境保全課

2
里山整備活動へ支援するとと
もに、広く活動への参加を促
します。

新規の3団体への支援を行い、新たな
里山文化の創出を目指す。同時に、
既存の里山保全団体に対しても、里
山の維持管理及び利活用の継続的な
支援に努める。

新規に3団体の支援を行
い、市内での活動が開始さ
れたことにより、市民が緑
に関わる新たな切り口がが
増加しました。また、既存
団体についても継続的に支
援を行った。

B

里山整備活動の支援を継続
的に行い、緑の保全を図る
とともに、市民が緑に関わ
る機会を創出する。

みどり公園課 P15

3
竹林の整備・活用を検討しま
す。

・ボランティアの拡大と意向調査の
継続
・危険木伐採事業補助金交付要綱の
見直し

森林所有者に対する活用意
向調査を実施（80筆50件送
付）。活用可能性のある森
林を洗い出せた。

A
引き続き意向調査を行い、
活用の検討を図る。

農林課 P13

4

自然に触れ合う体験・学習や
情報発信等を行うことで、地
域の自然環境を理解する機会
をつくります。

引き続き市民に緑の大切さを実感の
できる場の提供に努める。

市民の森事業のイベント告
知をすぐーるでの配信範囲
を拡大した。
「アリさん親子の自然不思
議発見」の啓発リーフレッ
トを市内の幼稚園・保育園
に配布するとともに、イベ
ント開催時や、生駒山麓公
園で配架を行い、より多く
の市民の目に届くよう情報
発信を行った。

B
引き続き、市民が自然と触
れ合い、自然や環境を学習
する機会の創出に努める。

みどり公園課 P15

5
生物多様性に配慮した公園や
街路樹の整備・維持管理に努
めます。

引き続き、開発行為に対する敷地緑
化の協議や、市の所有する緑地の保
全整備を、生物多様性にも配慮して
実施する。

開発行為等の敷地緑化に対
し、多種多様な樹種を配置
するよう指導した。市の所
有する緑地の保全整備を、
生物多様性にも配慮して２
箇所実施した。

B

引き続き、開発行為に対す
る敷地緑化の指導や、市の
所有する緑地の保全整備
を、生物多様性にも配慮し
て実施する。

みどり公園課

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No

目標１　①住宅都市の周囲に広がる里山を保全し、利活用を進めます

担当課

多
様
な
自
然
の
保
全
・
活
用

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
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画
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6
草花の魅力だけでなく、「まちづく
り」や「緑化や園芸について学ぶこ
と」について取り上げる。

ガーデニング講座を通じて
目標内容を実行した。

B

生駒市を花と緑にあ
ふれるまちにするた
め、自主的に活動す
る市民等へのきっか
け作りとなるよう、
ガーデニング講座を
更に充実する。

草花の魅力だけでなく、
「まちづくり」や「緑化や
園芸について学ぶこと」に
ついて継続して取り上げ
る。

花のまちづくり
センター

P15

7

生駒山麓公園において、指定管理者
と連携し、市民が自然と触れ合える
場を創出する。また、情報発信を強
化し、市民に豊かな自然との触れ合
いの機会を提供する。

生駒山麓公園において、指
定管理者と連携し、星空観
察や蛍の鑑賞会など市民が
自然と触れ合える場を創出
した。また、情報発信を強
化し、市民に豊かな自然と
の触れ合いの機会を提供し
た。

B

引き続き、生駒山麓公園に
おいて、指定管理者と連携
し、市民が自然と触れ合え
る場を創出する。また、情
報発信を強化し、市民に豊
かな自然との触れ合いの機
会を提供していく。

みどり公園課 P15

8

本市への誘客を図るため、2025大
阪・関西万博で高山茶筌の魅力を発
信するとともに、作成したモデル
コースを活用し着地型観光商品の販
路開拓を行う。

大阪・関西万博の「LOCAL
JAPAN展」に他4市と共同出
展し、4日間でブースに約
11,000名が来場。茶筌師の
実演、限定茶筌の販売（売
上約34万円）、抹茶体験
（売上約64万円）を通じ高
山茶筌の魅力を国内外へ発
信した。また、作成したモ
デルコースを活用し、海外
富裕層向け高額ツアーを1
件商品化・催行した。

A

今後は観光協会で引
き続き販売や追加商
品の造成を継続され
る見込み。

ー 観光振興室 P15

9
北部高山でのイベント実施につい
て、より自走化に重きを置いた伴走
支援を行う。

自走化を見据えた伴走支援
を実施。市民主体の新事務
局体制を構築した他、高山
町への「パイプ役」の設
置、SNS発信や45自治会へ
の周知を行った。当日は
4,000人強の来場者を集め
た。自走化マニュアルも作
成した。

A

ノウハウの蓄積は進
んだが、市や委託業
者に依存しない経済
的・財務的な自立に
はまだ課題がある。
今後は、新設する
「補助金制度」へ円
滑に移行し、事務局
が出店料管理や協賛
金確保など財務面も
含めて完全自立でき
るよう、一歩引いた
伴走支援に徹する。

補助金を活用し、イベント
開催を1回以上達成する。

観光振興室 P15

10
市HPやXなどでの情報発信を強化し、
幅広い年代の方にハイキングコース
を知ってもらい、楽しんでもらう。

ボランティアガイドの企画
ガイドについて、3か月に
１回チラシを更新し、市HP
で公開した。

B

ハイキングコース等
が市HPへ移行された
ことにあわせ、掲載
内容を整理する。

ハイキングコースの地図を
デジタル化し、スマート
フォン等で見やすい環境を
整備する。

観光振興室 P15

豊
か
な
自
然
を
活
か
し
た
暮
ら
し
の
推
進

多世代が、生活の中で、気軽
に自然に触れ合うことができ
る施設運営やイベントの開催
を継続し、地域の自然を楽し
むライフスタイルを普及させ

ます。

地域の豊かな自然環境に触れ
合いながら、市民の健康増進
にもつながる機会を創出しま

す。
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11
引き続き利用者が安全に自然とふれ
あうことができる遊歩道の維持管理
に努める。

遊歩道の日常点検を通し
て、危険箇所の整備や倒木
の処理等、利用者が安全に
利用できるよう維持管理に
努めた。

B

遊歩道の日常点検による安
全確保を行い、利用者が継
続して自然とふれあうこと
ができるようにする。

みどり公園課 P15

12

自
然
を
活
用
し
た
に

ぎ
わ
い
の
創
出

豊かな自然環境を、観光コン
テンツとしても積極的に活用
します。

生駒山をモチーフにした、ご当地グ
ルメ等を発掘・PRする。

生駒山ブランド推進協議会
を軸に、新たな地域資源と
して「かき氷プロジェク
ト」を始動した。積極的な
店舗開拓を行い、年度末に
は東大阪側を含む広域エリ
アから計18店舗の参画を達
成した。

A

参画店舗数は拡大し
たものの、まだプロ
ジェクトの認知度
や、実際の店舗巡り
（回遊性）を促す仕
掛けが不足してい
る。

公式HPを公開する。その公
式HPを拠点にプロモーショ
ンを展開し、かき氷プロ
ジェクトの参画店舗数を25
店舗以上（前年比約1.4
倍）に拡大する。

観光振興室 P15

13

水
辺
環
境
の
保

全

河川の環境を保全し、大切に
しようと思う意識を育むた
め、市民団体等と連携して進
めている河川の清掃活動を継
続します。

富雄川クリーンキャンペーン、大和
川一斉清掃を実施予定。

富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を予定
通り実施。

B
富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を実施
予定。

環境保全課

14
多様な主体と連携・協力して
獣害による農地被害の対策を
進めます。

新たに狩猟免許を取得した者が、有
害鳥獣等捕獲許可を受けて、捕獲活
動に従事してもらう。

市補助金を活用し、新たに
免許を取得した者は2名い
たが、有害鳥獣等捕獲許可
申請の提出には至らず。

B

新たに狩猟免許を取得した
者に、有害鳥獣等捕獲許可
を受けて、捕獲活動に従事
してもらう。

農林課

15
市民や活動団体などとの参画
により、遊休農地の発生防止
及び利用を促進します。

新たに2名のファーマーズスクール受
講生に遊休農地活用事業を活用して
もらう

新規遊休農地利用者　1名 B

卒業生等に対する、
制度の積極的な案内
を行う他、貸出可能
農地の掘り起こしを
行う。

引き続き、受講生や新規就
農予定者等に遊休農地活用
事業を活用してもらう。

農林課 P15

16

農業を通じて自然の大切さを
学び、理解を深める機会とし
て、農業体験学習を実施しま
す。

継続して体験学習の内容に、稲作以
外のイベントを盛り込めるように検
討する。

かかし作成　2組参加
農業祭でのもち米販売　9
組参加

A

引き続き、体験学習の内容
に、稲作以外のイベントを
盛り込み、内容の充実を図
る。

農林課 P15

17

農業以外の仕事をしながら農
業を始めたい人（半農半
Ｘ）、自給農や将来 農業に取
り組みたい人向けの講座など
を実施し、農業を始めたい人
を支援します。

引き続きファーマーズスクールを開
講し、認定新規就農者・認定農業者
を2名増やす

認定新規就農者　1名 B

新規就農ではない形
で農に携わる人が多
かったため、就農に
関する意識づけを積
極的に行う。

ファーマーズスクール以外
で半農半X等についての講
座を行い、違う側面から農
業人材の発掘を行う。

農林課 P15

農
地
利
用
の
促
進

目標１　②農地の利用を促進し、自然の恵みを体感できる環境づくりを進めます

豊
か
な
自
然
を
活
か
し
た
暮
ら
し
の
推
進

地域の豊かな自然環境に触れ
合いながら、市民の健康増進
にもつながる機会を創出しま

す。
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18

農林課とタイアップし、学校給食の
食材として生駒市の農家に地元で獲
れた農産物を提供していただく。各
校の食育の計画にも取り入れ、ま
た、児童生徒へ献立表や掲示資料で
知らせる。
～生駒市産～
玉ねぎ：6月・7月
にんじん：7月・11月
　　・12月・1月・2月
ズッキーニ：6月・7月
じゃがいも：6月・7月
さつまいも：11月
大根：11月・12月・1月
白菜：11月・12月・1月
茄子：7月　黒大豆：2月
空心菜：9月

農林課と協力し、生駒市産
の農産物を活用した給食を
提供することができた。ま
た、献立表や掲示資料で地
産地消の良さ、地元農家と
の取り組みを周知すること
により、小中学生に向けた
食育を行った。

～生駒市産農産物提供実績
～
玉ねぎ　　1,195㎏
にんじん　  290kg
大根     　 925kg
じゃがいも  100kg
白菜　　　　620kg
さつまいも  470kg
なす　　　　 50kg
黒大豆　　　 40kg
空芯菜　　　 40kg
ズッキーニ   20kg
大根の葉　　 30kg

A

学校給食の需要量に
対して、地元農産物
の供給が不足してい
る。
キャンセルや追加な
どの事案が多く、対
応に時間を要するた
め、品目ごとにキャ
ンセル・追加の制限
を設け、農林課に調
整を依頼している。

農林課とタイアップし、学
校給食の食材として生駒市
の農家に地元で獲れた農産
物を提供していただく。各
校の食育の計画にも取り入
れ、また、児童生徒へ献立
表や掲示資料で知らせる。
～生駒市産～
白ねぎ：4月
玉ねぎ：6月・7月
にんじん：7月・11月
　　・12月・1月・2月
ズッキーニ：7月
じゃがいも：7月
さつまいも：11月
大根：11月・12月・1月
白菜：11月・12月・1月
茄子：7月
空心菜：9月　黒大豆：2月

学校給食セン
ター

19
新たに学校給食へ野菜を提供してく
れる農業者を2名増やす

新規給食会議参加者　３名 A
新たに学校給食へ野菜を提
供してくれる農業者を1名
増やす

農林課

20

販売促進イベントの開催や、
市内の生産者と飲食店、住民
をつなぐ「いこまレストラ
ン」の開催など、地元農産物
の生産・販売・購入・消費を
推進する取組を支援します。

既存の青空市場等以外にも販売機会
の創出をおこなう

若手農業者向けニュー
ファーマーズマルシェ　４
回開催

A
新しい販売先の開拓を行
い、より販売機会の創出を
図る。

農林課

21

緑の基本計画改定の中で、公共ス
ペースの新設・建て替え・維持管理
などに際する緑化推進の方向性の検
討を行う。

緑の基本計画改定におい
て、緑化推進の方向性につ
いて検討を行い、具体的な
取組みや重点施策の案を示
した。

B

改定された緑の基本計画に
即し、市民と協働すること
で、花と緑のまちづくりを
推進し、地域の魅力の向上
を図る。

みどり公園課

22

引き続き学校等や自治会の花壇にお
いて、植付け作業や管理の助言を行
う「おでかけふろーらむ」を実施す
る。
訪問回数：10回

学校等や自治会の花壇にお
いて、植付け作業や管理の
助言を行う「おでかけふ
ろーらむ」を実施した。
訪問回数：33回

A

おでかけふろーらむ
を拡充するための職
員が不足しているた
め、指導者となるボ
ランティアを育成す
る。

引き続き学校等や自治会の
花壇において、植付け作業
や管理の助言を行う「おで
かけふろーらむ」を実施す
る。
訪問回数：33回

花のまちづくり
センター

農
産
物
の
地
産
地
消
の
促
進

ま
ち
な
か
の
緑
化
の
推
進

目標１　　③まちなかの緑化を推進し、みどりを身近に感じられるまちづくりを進めます

市民や市民団体と連携し花の
まちづくりセンターの魅力を
充実させ活性化を図るととも
に、団体等の緑化活動を支援
し花と緑のまちづくりを推進
することで地域の魅力を高め
ます。

地元農産物の学校給食への導
入を支援します。
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23
基金の今後の運用方針について、検
討を行う。

みどりの基金の新たな活用
については、事業の整理及
び内容を改めて精査すると
ともに、みどりの基金の運
用について検討を行った。

B

みどりの基金を活用し、団
体の緑化活動を支援すると
ともに、まちなかの緑の保
全を推進し、地域の魅力の
向上を図れるよう、引き続
きみどりの基金の運用につ
いて検討を進める。

みどり公園課

24

まちなかで緑化活動を行う市民団体
等に対し、助成を行う。
申請団体：90団体
申請額：合計4,220,900円

まちなかで緑化活動を行う
市民団体等に対し、助成を
行った。
申請団体：81団体
交付額：合計3,777,429円

B

申請団体数の規模は
維持しつつ交付額の
削減への工夫とし
て、植物選定を宿根
草や多年草へ移行を
進める

まちなかで緑化活動を行う
市民団体等に対し、助成を
行う。
申請団体：85団体
申請額：合計5,100,000円

花のまちづくり
センター

25
市民参画による公園の緑化・
再整備を進めます。

令和6年度から繰越を行った南山手台
みはらし公園及び東菜畑第2公園の老
朽化した遊具の撤去・更新を行う。

南山手台みはらし公園及び
東菜畑第2公園の老朽化し
た大型遊具の更新を行っ
た。

B
生駒山麓公園の施設更新
や、白庭台西公園の遊具更
新を行う。

みどり公園課

26

安全・安心で快適なまちを創
出するため、公園・緑地の樹
木や街路樹の計画的かつ適正
な維持管理に努めます。

引き続き管理課とみどり公園課で現
地調査及び協議を行い、更新すべき
街路樹路線の絞り込みを行う。

現地調査及び協議を行い、
街路樹管理計画策定に向け
た方針を決定した。

B
街路樹管理計画を策定し、
今後の街路樹の適正管理や
計画的な更新につなげる。

みどり公園課

27

街なみ環境整備事業計画の策定及
び、景観計画の改定に向けて、引き
続き、市民や識者と意見交換をして
検討を進めていく。

年度内に街なみ環境整備事
業計画の策定及び、景観計
画の改定を実施した。

B

街なみ環境整備事業計画及
び、景観計画に基づいて、
宝山寺参道における景観ま
ちづくりを推進する。

都市づくり推進
課

28
積極的に本制度を案内し、活用を打
診していく。

景観アドバイザーから技術
的アドバイスを受ける景観
まちづくり相談を7回（8
件）実施した。

B
積極的に景観まちづくり相
談を案内し、活用を打診し
ていく。

都市づくり推進
課

29
引き続き花と緑の景観まちづくりコ
ンテストを開催し、選考、表彰を行
う。

第１８回花と緑の景観まち
づくりコンテストを開催
し、選考、表彰を行った。
表彰：８団体・個人２名

B
継続的な啓発と意識
高揚実施PR強化

第２０回を目途に更なる意
識向上が期待できる方法を
ボランティアと共に思案す
る。

花のまちづくり
センター

30

大
気
汚
染
の

防
止

有害物質による大気の汚染状
況などについて、道路沿道や
各観測地点における適切なモ
ニタリングや情報提供を推進
します。

引き続き測定・監視を行う。

公害関係法令に基づき、市
内各所において大気の汚染
に係る環境基準及びベンゼ
ン等による大気の汚染に係
る環境基準に満足した。

B 引き続き測定・監視を行う。環境保全課

31
引き続き公共下水道の整備を実施
し、下水道普及率を73.8％まで向上
させる。

竜田川流域で公共下水道の
整備を実施し、下水道普及
率が73.7％まで向上した。

B
引き続き公共下水道の整備
を実施し、下水道普及率を
74.2％まで向上させる。

下水道課

公共下水道の整備と合併処理
浄化槽の普及により、河川水
質の向上を図ります。

ま
ち
な
か
の
緑
化
の
推
進

水
質
汚
濁
の
防
止

目標２　　①大気・水質など生活環境のさらなる向上を目指します

自
然
環
境
と
調
和
す
る
景
観
の
保

全
・
創
出

市民や市民団体と連携し花の
まちづくりセンターの魅力を
充実させ活性化を図るととも
に、団体等の緑化活動を支援
し花と緑のまちづくりを推進
することで地域の魅力を高め
ます。

景観法の規定に基づく「景観
行政団体」として、市民や事
業者などとともに、豊かな緑
に彩られた本市の特性に応じ
た景観を保全し、創出しま
す。
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
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令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

32

令和6年度と同様に、単独処理浄化槽
から合併処理浄化槽への切り替え件
数を向上させるため、補助を行う。
また、引き続き自治会回覧や広報で
の単独処理浄化槽世帯への啓発を行
う。

令和8年3月までに合併処理
浄化槽設置補助を39基実施
した。また、浄化槽維持管
理に係る啓発パンフレット
を浄化槽世帯が含まれる13
自治会（1,341世帯）を対
象に回覧した。

B

次年度も浄化槽設置
補助について、自治
会回覧、広報等を行
い、特に単独処理浄
化槽から合併処理浄
化槽への切替を進め
る。

令和7年度と同様に、単独
処理浄化槽から合併処理浄
化槽への切り替え件数を向
上させるため、補助を行
う。また、引き続き自治会
回覧や広報での単独処理浄
化槽世帯への啓発を行う。

下水道課

33

河川水質向上のため、河川の
モニタリングや水質事故発生
時適切な対応など、水環境の
監視体制を充実させます。

引き続き測定・監視を行う。

公害関係法令に基づき、竜
田川、富雄川で環境基準の
項目を測定し、竜田川、富
雄川とも本流において環境
基準を満足した。

B 引き続き測定・監視を行う。環境保全課

34

土
壌
汚
染

等
の
防
止

「生駒市土砂等による土地の
埋立て等の規制に関する条
例」に基づき、土壌汚染や土
砂等の崩落などの未然防止を
図ります。

条例に基づく、特定事業の対象とな
る事業区域がある場合には適正に指
導を行う。

条例に基づき、特定事業の
事業区域の許可事業者に対
し指導を行った。

B

条例に基づく、特定事業の
対象となる事業区域がある
場合には適正に指導を行
う。

環境保全課

35

騒
音
・
振
動
対
策
の
推

進
工場、事業所、建設工事、道
路などを原因とする騒音・振
動への対応を進めます。

引き続き測定・監視を行う。

公害関係法令に基づき、
「一般地域」及び「道路に
面する地域」の騒音、道路
交通振動等の調査を行って
おり、「道路に面する地
域」では11路線で環境基準
を超えたが、道路管理者や
公安委員会に要請する限度
は下回っていた。

B 引き続き測定・監視を行う。環境保全課

36

悪
臭
の
防

止
悪臭による相談、苦情には、
法令等に基づく対応を進めま
す。

引き続き、公害発生時の迅速な対応
に努める。

工場・事業場における事業
活動に伴って発生する悪臭
公害の苦情はなかった。

B
引き続き、公害発生時の迅
速な対応に努める。

環境保全課

37
富雄川クリーンキャンペーン、大和
川一斉清掃を実施予定。

富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を予定
通り実施した。

B
富雄川クリーンキャンペー
ン、大和川一斉清掃を実施
予定。

環境保全課

38
引き続きエコネットいこまが実施す
る自然観察会等の広報支援を行う。

エコネットいこまの自然観
察会の広報支援を行った。
掲載回数：4回

B
引き続きエコネットいこま
が実施する自然観察会の広
報支援を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

P15

39
もったいない食器市や家具等
のリユース市の開催など、日
用品の再使用を促進します。

もったいない食器市・リユース市を
年6回開催予定

もったいない食器市及びリ
ユース市を合計１５回開催
した。

A
もったいない食器市及びリ
ユース市を合計１６回開催
予定。

清掃リレーセン
ター

P13

水
辺
環
境
の
保

全

ご
み
の
発
生
抑
制
・
リ
ユ
ー

ス
の
促
進

目標２　　②ごみの少ない、資源を有効利用する循環型のまちを形成します

公共下水道の整備と合併処理
浄化槽の普及により、河川水
質の向上を図ります。

河川に生息する生き物の調査
を定期的に実施することで、
水辺環境の状況を把握し、再
生につなげます。

水
質
汚
濁
の
防
止
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
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令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
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クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

40
フードドライブの実施・拠点
拡大などにより、食品ロスの
発生抑制に取り組みます。

・食品ロス削減協力店制度につい
て、市内飲食店まで拡大し、食べき
り協力店を募集する。
・健康課が主催する「小学生メ
ニューコンテスト」に「エコメ
ニュー賞」を引き続き設け選定す
る。

・食品ロス削減協力店制度
の拡大によらず、アクショ
ンネットワークの運用を通
じた民間主導による取組を
拡充する方向での検討を
行った。
・健康課が主催する「小学
生メニューコンテスト」に
「エコメニュー賞」を設け
選定した。

B

・アクションネットワーク
会員を中心としたリビング
ラボにおいて、民間主導に
よる食ロスの取組を推進す
る。

脱炭素まちづく
り推進課

P17 P13

41

引続き、家庭でのごみ削減のため生
ごみ処理容器購入費補助を実施す
る。また、キエーロの使用など、生
ごみ減量化のための啓発を行う。

市民向けに生ごみ処理容器
購入費補助を継続して実施
し、利用促進を図った。キ
エーロモニターを募集し７
０名が新たにモニターと
なった。

B

引続き、家庭でのごみ削減
のため生ごみ処理容器購入
費補助を実施する。また、
キエーロの使用など、生ご
み減量化のための啓発を行
う。

環境保全課 P13

42
エコバッグ利用の促進等、啓発を行
う。

令和２年７月１日から法律
に基づきレジ袋有料の義務
化を開始し継続している。

B
エコバック利用の促進等、
啓発を行う。

環境保全課 P13

43

金属類全般を補助対象とする方針を
明確化し、集団資源回収実施団体に
対し、新たな補助対象の周知を図
り、回収量の増加を目指す。

金属類全般を補助対象とす
る方針を明確化し、集団資
源回収実施団体に対して新
たな補助対象の周知を図っ
た。金属類の回収量は、令
和6年度の29,694kgから令
和7年度の28,453kgとな
り、1,241kg減少した。

B
引き続き、集団資源回収実
施団体へ補助金を交付す
る。

環境保全課 P13

44
引き続き、集積所での小型家電の回
収を促進していく。

継続して集積所にて小型家
電の回収を実施した。

B
引き続き、集積所での小型
家電の回収を促進してい
く。

環境保全課 P13

45

ごみ処理に関する体験型学習
への市民の参加を促し、日常
生活での実践行動につながる
ような啓発を行います。

引き続き、市内の小学校４年生を対
象にこども５Rアドバイザー学習を実
施する。

市内の12校すべての小学校
の４年生を対象にこども５
Rアドバイザー学習を実施
した。

B

どこでも講座やイベ
ント等を活用し、小
学生以外の幅広い世
代に対しても、ごみ
減量や資源循環に関
する実践行動につな
がる啓発を進めてい
く必要がある。

どこでも講座や市民へ説明
できる機会があった場合
（イベント等でも可）に３
キリ運動やフードドライブ
等実践行動につながる啓発
を実施する。

環境保全課 P16

ご
み
の
発
生
抑
制
・
リ
ユ
ー

ス
の
促
進

分
別
・
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進

自治会等が実施する集団資源
回収への支援や、ごみ減量・
資源化の取組のさらなる啓発
を図ります。

市民への情報提供を充実させ
るとともに、家庭から出る生
ごみの減量化を図るため、3キ
リ運動などの取組を推進しま
す。
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生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について
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画

令和８年度の取組計画（目
標）

46

ペットボトルの BtoB リサイ
クルのように、より環境効果
の高いリサイクル手法の採用
を検討します。

引き続きペットボトルの水平リサイ
クルを推進するとともに、新たな資
源循環モデルの導入可能性について
検討を行い、再資源化率の向上を図
る。

ペットボトルの水平リサイ
クル（BtoB）を実施し、CO
₂削減及び資源の有効活用
に取り組んだ。また、紙お
むつの資源化方法について
先進的な他自治体の取組事
例を調査し、実施手法や課
題等の整理を行った。

B

紙おむつは今後年々
増加し続けるので、
焼却施設や環境への
負荷を減らすための
資源化に向けた検討
を行う。

引き続きペットボトルの水
平リサイクルを推進すると
ともに、新たな資源循環モ
デルの導入可能性について
検討を行い、再資源化率の
向上を図る。

環境保全課

47

【新規】複合型コミュニティ
「まちのえき」のような地域
住民の活動拠点を活用し、生
ごみ処理機の利用促進や資源
ごみの回収等の取組を進めま
す。

「まちのえき」において５
件の実施申込みがあり、リ
ユース市、もったいない食
器市、生ごみ処理機等の啓
発を実施した。

引き続き、「まちのえき」
を通じた地域と連携したご
み減量や資源循環の取組を
促進する。

環境保全課 P13

48

ごみ減量・資源化の手法や活
動に関する情報提供や環境教
育を進め、市民の理解を深め
ます。

アクションネットワークの運用を通
じた、民間主導によるより効果的な
施策の実現を目指す。

アクションネットワーク会
員が実施するイベント（い
こま山の子会「わいわいま
つり」において環境へ配慮
した運営（リユース品の活
用、食器類の持参等）が行
われた。またその取組を会
員MLに共有した。

B

引き続き、アクションネッ
トワークの運用を通じた、
民間主導によるより効果的
な施策の実現を目指す。

脱炭素まちづく
り推進課

49

環
境
負
荷
の
小
さ
い
ご
み
処

理
の
推
進

公共施設や公共事業をはじ
め、市域から排出される木質
廃棄物を木質チップ化し、バ
イオマス発電の燃料として再
生利用します。

公共施設や公共事業から排出される
木質廃棄物を、都市樹木再生セン
ターへ持ち込み、木質チップとして
再生利用する取組を継続する。

公共施設や公共事業から排
出される木質廃棄物を、都
市樹木再生センターへ持ち
込み、木質チップとして再
生利用する取組を継続的に
実施した。
令和7年4月から奈良国道事
務所からの持ち込みを開始
した。
令和7年度持込実績：
1,840t

B

公共施設や公共事業から排
出される木質廃棄物を、都
市樹木再生センターに持ち
込み、木質チップとして再
利用する取組を継続する。

脱炭素まちづく
り推進課

P13.17

50

事
業
者
や
市
民
団
体
と

の
連
携
に
よ
る
5
R
の

推
進

家庭の不用品等を取りまとめ
て販売する取組など、いこま
市民パワー 株式会社等の事業
者や市民団体と連携し、地域
ごとのニーズや課題に 応じた
5R施策を推進します。

市民向け啓発を継続しつつ、事業者
向けにも５Ｒに関する情報提供や個
別相談会等を実施し、協働によるご
み減量の実現を目指す。

「まちのえき」で実施した
リユース市において、いこ
ま市民パワー株式会社と連
携し、計３回、不用品の中
から再利用可能な物品につ
いてフリマアプリ等を活用
したリユース事業を実施し
た。

B

引き続き市民向け啓発を継
続しつつ、事業者向けにも
５Ｒに関する情報提供や個
別相談会等を実施し、協働
によるごみ減量の実現を目
指す。

環境保全課 P13

分
別
・
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進

市
民
・
事
業
者
・
行
政
に
よ
る
協
働

の
推
進
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

51

「生駒市まちをきれいにする
条例」に基づき、たばこの吸
い殻や空き缶などのポイ捨
て・ペットのふん放置等がな
いまちづくりを進めます。

環境美化推進員を任命し、当該地域
内における条例の周知や環境美化に
関する啓発活動、また、地域の問題
点や実情等の報告や環境美化に関す
る改善や推進のための意見をいただ
く。

環境美化推進員を任命し、
当該地域内における条例の
周知や環境美化に関する啓
発活動、また、地域の問題
点や実情等の報告や環境美
化に関する改善や推進のた
めの意見をいただいた。

B

環境美化推進員を任命し、
当該地域内における条例の
周知や環境美化に関する啓
発活動、また、地域の問題
点や実情等の報告や環境美
化に関する改善や推進のた
めの意見をいただく。

環境保全課

52

「生駒市歩きたばこ及び路上
喫煙の防止に関する条例」に
基づき、喫煙する人としない
人が互いに安全で快適に過ご
せる生活環境の確保に努めま
す。

引き続き、市施設でののぼり設置や
喫煙禁止区域内でのパトロールを通
じて、周知を図る。

ホームページでの啓発、職
員による不定期のパトロー
ルで啓発活動を行った。ま
た、奈良交通バスで歩きた
ばこ等防止啓発広告を掲示
及びスマホバナー広告を
行った。

A

引き続き、市施設でののぼ
り設置や喫煙禁止区域内で
のパトロールを通じて、周
知を図る。

環境保全課

53

不
法
投
棄

防
止
の
推

進

パトロールや監視カメラの貸
出など、不法投棄の防止施策
等を進め、美しいまちを保ち
ます。

引き続き、不法投棄防止パトロー
ル、不法投棄禁止看板及び監視カメ
ラの貸出を継続して実施する。

週1回の不法投棄防止パト
ロール、不法投棄禁止看板
及び監視カメラの貸出を
行った。

B

引き続き、不法投棄防止パ
トロール、不法投棄禁止看
板及び監視カメラの貸出を
継続して実施する。

環境保全課

54

道
路
・
公
園

の
清
掃
活
動

の
推
進

地域が担う道路や公園等の清
掃活動を支援するなど、協働
による美しいまちの維持管理
に努めます。

引き続き、自治会等における美化清
掃活動で出たごみの収集を行う。

自治会等における美化清掃
活動で出たごみの収集を
行った。

B
引き続き、自治会等におけ
る美化清掃活動で出たごみ
の収集を行う。

環境保全課 P15

55

引き続き、いこま空き家流通促進プ
ラットホームへ空き家情報を提供し
ていく。
・物件情報提供：18件

目標の18件にはわずかに届
かなかったが、引き続きい
こま空き家流通促進プラッ
トホームへ空き家情報を提
供していく。
・物件情報提供：15件

B

積極的に周知を行
い、
物件情報提供に向け
た直接的なアプロー
チを増やしていく。

引き続き、いこま空き家流
通促進プラットホームへ空
き家情報を提供していく。
・物件情報提供：18件

住宅課 P14 P12

56

引き続き、空き家や住まいに関する
セミナーとや相談会を開催する。
・空き家セミナー：3回
・空き家相談会　：12回

空き家相談会は予約者がい
なかったため、9回の開催
となった。
引き続き空き家や住まいに
関するセミナーと相談会を
開催する。
・空き家セミナー：3回
・空き家相談会　：9回

B

平日の参加が難しい相談者
向けに、土日にも空き家セ
ミナーを開催しているが、
申込数が少ない一方で平日
の申込が多い状況を踏ま
え、土日開催の回数を減ら
した。
・空き家セミナー：2回
・空き家相談会　：12回

住宅課 P14

条
例
に
基
づ
く
生
活
環
境
の
向
上

空
き
家
対
策
の
推
進

「いこま空き家流通促進プ
ラットホーム」の運営支援や
空き家や住まいに関するセミ
ナーや相談会の開催など、空
き家の流通促進に取り組みま
す。

目標２　　③美しいまちを維持し、住宅都市の魅力向上を図ります
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

57
引き続き、戸建て住宅賃貸化促進奨
励金の交付を継続する。
・奨励金交付件数：4件

目標の４件には届かず、交
付件数は０件となった。

C

積極的に周知を行
い、戸建て住宅賃貸
化促進奨励金の利用
促進に努める。

引き続き、戸建て住宅賃貸
化促進奨励金の交付を継続
する。
・奨励金交付件数：3件

住宅課 P14

58
管理不全な空き家の所有者等
に啓発、助言、指導を行い、
適正管理を誘導します。

管理不全な空き家等の適正な管理に
ついて、所有者等に啓発、助言、指
導を行う。
・空き家等の改善目標　10件

管理不全な空き家等の適正
な管理について、所有者等
に啓発、助言、指導を行
う。
・空き家等の改善　11件

A
前年度実績を維持、
向上できるよう努め
る。

管理不全な空き家等の適正
な管理について、所有者等
に啓発、助言、指導を行
う。
・空き家等の改善目標　10
件

建築課

59

空
き
地
対
策
の

推
進

「生駒市まちをきれいにする
条例」に基づき、適正な空き
地管理の啓発、勧告等に取り
組みます。

現地調査に基づき、空き地等の不良
状態で、空き地の土地所有者に対
し、勧告書を送付する。

空き地等の土地所有者に対
し、まちをきれいにする条
例第18条の規定により勧告
書を送付した。

B

現地調査に基づき、空き地
等の不良状態で、空き地等
の土地所有者に対し、勧告
書を送付する。

環境保全課

60

太陽光発電等の再生可能エネ
ルギーに関する情報提供や導
入支援 等により、家庭への再
生可能エネルギーの普及を進
めます。

住宅への太陽光発電、蓄電システ
ム、V2H、HEMSの設置に対して、予算
の範囲内での補助を行う。予算額
7,500千円

執行額7,556千円（100％）
太陽光発電：50件、蓄電シ
ステム：65件、V2H：0件、
HEMS：41件

B

住宅への太陽光発電、蓄電
システム、V2H、HEMSの設
置に対して、予算の範囲内
での補助を行う。
予算額7,570千円

脱炭素まちづく
り推進課

P14 P11

61

再生可能エネルギー設備を導入する
中小企業への融資制度の運用につい
て、広く周知するための業務に注力
し、受けることのできる人に知って
もらう。

再生可能エネルギー設備の
融資に関する問い合わせ対
応や、制度概要を生駒市HP
に掲載し、普及促進に努め
た。

B

融資の案内チラシを
市内の各金融機関に
引き続き送付し、再
生可能エネルギー融
資に関する問い合わ
せ対応を行うこと
で、制度の普及促進
を図ること

引き続き再生可能エネル
ギー設備を導入する中小企
業への融資制度の運用につ
いて、広く周知するための
業務を実施し、受けること
ができる人に知ってもら
う。

商工観光課・
観光振興室

P14 P11

62

前年9月に各自治会に対し、次年度、
集会所への太陽光発電設備の設置予
定を確認したが、申請はなかった。
申請件数０件（予定）引き続き来年
度へ向けた周知を図っていく。

制度の周知をしたが、申請
はなかった。申請件数０件

B

太陽光発電システム設置を
集会所補助金の対象として
いることから、集会所の新
築、改修等を検討する自治
会に対して、太陽光発電シ
ステム導入をあわせて検討
するよう周知を図ってい
く。

地域コミュニ
ティ推進課

P14 P11

空
き
家
対
策
の
推
進

「いこま空き家流通促進プ
ラットホーム」の運営支援や
空き家や住まいに関するセミ
ナーや相談会の開催など、空
き家の流通促進に取り組みま
す。

事業所や集合住宅、自治会の
集会所等についても、情報提
供等により、太陽光発電設備
等の設置を促します。

目標３　　①再生可能エネルギーの地産地消を進め、持続可能なまちを構築します

住
宅
・
事
業
所
等
へ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
普
及
促

進
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

63

公共施設に率先して再生可能
エネルギーの導入を進めるこ
とにより、市全体として、再
生可能エネルギーの利活用に
取り組む機運の醸成に努めま
す。

国の交付金を活用し、施工できる施
設に、着実に太陽光パネル等の設置
を推進する。
・令和7年度の計画　6件

脱炭素先行地域事業とし
て、国の交付金を活用し太
陽光パネルを設置した。
・設置件数　2件
（283.8kW）

C

防水シートの劣化等
の理由により、設置
可能な施設や容量が
減少しているため、
施工できる施設には
確実に設置していく
必要がある。

国の交付金を活用し、施工
できる施設に、着実に太陽
光パネル等の設置を推進す
る。
・令和8年度の計画　5件

脱炭素まちづく
り推進課

P14 P11 p10

64

【新規】市民団体が取り組む
市民共同発電所への支援を継
続し、再生可能エネルギーの
普及を進めます。

市民エネルギー生駒に対
し、公共施設の屋根を無償
で貸し出し、再生可能エネ
ルギーの普及を図った。

B
引き続き、市民エネルギー
生駒が取り組む市民共同発
電所への支援を実施する。

脱炭素まちづく
り推進課

P14

65

脱炭素先行地域の対象施設や
家庭への太陽光発電及び木質
バイオマス発電等の再生可能
エネルギーの普及を促進しま
す。

着実に太陽光パネル等の設置を推進
し、いこま市民パワーの電源の確保
を図る。

太陽光発電の普及促進を図
るため、市内の民間施設に
太陽光パネル等を導入する
とともに、独自の地域貢献
活動を行う民間事業者の公
募及び脱炭素モデル自治会
の追加公募を実施した。
・応募事業者　3社

B

追加した民間施設や脱炭素
モデル自治会内の住宅で、
着実に太陽光パネル等の設
置を推進するとともに、民
間施設の再公募を実施す
る。

脱炭素まちづく
り推進課

P17 P12

66

【新規】いこま市民パワー株
式会社を通じた太陽光発電及
び木質バイオマス発電等の再
生可能エネルギーの普及を促
進します。

指定管理施設14施設に加
え、民間11施設及び家庭10
世帯に新たに供給を開始し
た。
※いこま市民パワーの供給
件数
・公共施設92施設
・民間施設72施設
・家庭83世帯
※家庭の卒FIT・非FIT電源
買取
・218件（611MWh）

国が推進する脱炭素
先行地域づくりを実
践する都市として、
いこま市民パワーと
の連携により、太陽
光発電設備等の導入
を継続するととも
に、供給拡大の取組
を強化する。

脱炭素モデル自治会内の家
庭の電気の切替を促進する
ため、いこま市民パワーが
実施する電力供給切替キャ
ンペーン及びコミュニティ
サービスを通じた切替促進
等に対し助言を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

P13,P14,P17

公
共
施
設
へ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の

率
先
的
な
導
入

い
こ
ま
市
民
パ
ワ
ー

株
式
会
社
と
連
携
し
た
取
組
に
よ

る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
普
及
促
進
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生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について
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令和７
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ラン

ＳＤＧｓ
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画

令和８年度の取組計画（目
標）

67

省
エ
ネ
ハ
ウ

ス
の
普
及
促

進

住宅への省エネ関連設備導入
を促し、エネルギー消費量の
見える化、省エネに関する情
報提供等により、住宅の省エ
ネ化を促進します。

市の省エネ改修補助金は令
和6年度をもって事業廃止

省エネ化について、
継続的な効果が発揮
できるよう周知に取
り組む必要がある。

国の省エネ支援制度への誘
導をHPかチラシ等で行い、
省エネ化を推進する。

建築課

68

公
共
施
設
の
省

エ
ネ
ル
ギ
ー

の

推
進

【新規】公共施設を改修する
際には、LED照明等の省エネ設
備を率先して導入するよう努
めます。

市内公共施設のLED化を
「地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）」に基づく
率先行動に位置づけ、取組
の徹底を図った。

引き続き公共施設を改修す
る際には、LED照明等の省
エネ設備を率先して導入す
るよう取組の徹底を図る。

脱炭素まちづく
り推進課

69

エ
コ
オ
フ
ィ

ス
等

に
よ
る
行
政
の
率

先
行
動

市役所や出先機関において、
これまでも継続してきたエコ
オフィスの取組を徹底して実
施します。

市民参画により環境マネジメントシ
ステムを運用する。

環境マネジメントシステム
推進会議を1回開催し、事
務事業における環境マネジ
メントシステムの運用・監
査を行った。

B
市民参画により環境マネジ
メントシステムを運用す
る。

脱炭素まちづく
り推進課

70

引き続き各広報媒体で公共交通の利
用を呼びかける。
バス運賃100円DAYを無料DAYに改め、
市内イベントに合わせて開催予定。

ホームページや広報誌、地
元サロン等で公共交通の利
用を呼びかけた。
バス運賃無料DAYを実施
し、前年同日比約2倍の利
用があった。利用の動機付
けとして、バスを使って
フォトスポットを巡るイベ
ントを同日に開催した。

B

各広報媒体のほか100歳体
操など、市民の集まる場に
職員が出向き、公共交通の
利用を呼び掛ける。
バス運賃無料DAYを実施
し、潜在的なバス利用の需
要を喚起する。

防犯交通対策課 P14

71

引き続き、生駒市地域公共交通計画
に基づき、事業を実施する。
また、新型コロナウイルスの感染拡
大や燃料高騰を始めとした社会情勢
の変化に対応するため、生駒市地域
公共交通計画の再策定に着手する。

生駒市地域公共交通計画に
基づき、事業を実施した。
生駒市地域公共交通計画の
再策定のため、基礎調査を
行った。

B

引き続き、生駒市地域公共
交通計画に基づき、事業を
実施する。
また、新型コロナウイルス
の感染拡大や燃料高騰を始
めとした社会情勢の変化に
対応するため、生駒市地域
公共交通計画の再策定に着
手する。

防犯交通対策課 P14

目標３　　②家庭・事業活動・交通など、各分野におけるエネルギー需要の抑制と効率的な利用を進めます

公共交通機関や自転車の利用
を促すとともに、地域特性に
応じた公共交通システムの構
築検討を進め、自動車に依存
しない交通への転換を図りま
す。

環
境
に
や
さ
し
い

交
通
へ
の
転
換 16 / 25 ページ
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72

引き続き、国道163号や国道168号等
の幹線道路の整備計画に伴い、歩道
等の歩行者空間が確保できるよう関
係者と協議を実施する。

国道163号や国道168号等の
幹線道路の整備計画に伴
い、歩道等の歩行者空間が
確保できるよう関係者と協
議を実施した。

B

引き続き、国道163号や国
道168号等の幹線道路の整
備計画に伴い、歩道等の歩
行者空間が確保できるよう
関係者と協議を実施する。

事業計画課

73
地元からの要望や市の調査に基づ
き、道路の舗装修繕を行い、歩行者
を含めた道路空間の整備を行う。

必要に応じて舗装修繕を行
い、規模によっては予算化
のうえ、来年度実施予定。

B

地元からの要望や市の調査
に基づき、道路の舗装修繕
を行い、歩行者を含めた道
路空間の整備を行う。

管理課

74

谷田小明線道路改良工事において歩
道を確保しながら延長Ｌ=108ｍを整
備予定。また、元町菜畑線歩行者空
間整備工事　延長Ｌ=12.5ｍを整備予
定。

安全・安心な歩行者空間の
整備を行った。
・元町菜畑線歩行者空間整
備工事　延長Ｌ=12ｍ
・谷田小明線道路改良工事
は地権者との協議に不足に
日数を要したため繰越

C

谷田小明線道路改良
工事において1日でも
早い工事完成を目指
す

谷田小明線道路改良工事に
おいて歩道を確保しながら
全延長Ｌ=230ｍを整備予
定。また、壱分小学校線支
線3号歩行者空間整備工事
延長Ｌ=90ｍを整備予定。

土木課

75
民間企業の車両のEV化を図るための
施策の検討及び公用車のEV化を図
る。

・市内の民間施設を拠点と
し、導入した電気自動車等
でカーシェア事業を実施す
る事業を実施するととも
に、独自の地域貢献活動を
行う事業者の公募を行い、
１件の応募があった。
・公用車１台をEV化した。

B

・電気自動車等でカーシェ
ア事業を実施する事業を実
施するとともに、独自の地
域貢献活動を行う事業者を
再公募し、民間企業の車両
のEV化を促進する。
・公用車のEV課を図る。

脱炭素まちづく
り推進課

P14 p16

76 電気自動車1台を購入する。
令和７年９月に、軽乗用電
気自動車を１台購入した。

A
引き続き電気自動車の購入
を検討する。

総務課 P14 p16

77

デコ活に関する情報提供や環
境学習の実施等により、脱炭
素型のライフスタイルへの移
行を促進します。

脱炭素先行地域事業の対象施設とし
て民間企業を追加する際に求める条
件の一つとして、省エネ診断・改修
の実施を要件とするなど、企業の自
発的な取組を促す。

奈良北高校での出前講座
「SDGs未来都市 いこまの
取組」を実施（参加者16
名）

B

・広報・HPによる情報提供
を行う。
・脱炭素（デコ活）やSDGs
をテーマとする出前講座メ
ニューを設定し、要望に応
じて講座を実施する。

脱炭素まちづく
り推進課

P15

歩行者空間を整備すること
で、歩行者が安全・安心に歩
行を楽しめるようにします。

脱
炭
素
型
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
、

脱
炭
素
経
営
の

促
進

【新規】EVカーシェアリング
事業など、EV車の利用促進に
向けた事業検討を行うととも
に、EV車等の導入に関する情
報提供等により、車両のEV化
を図ります。

環
境
に
や
さ
し
い

交
通
へ
の
転
換
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78

【新規】企業向け省エネ診断
の利用促進や省エネ技術・事
例、補助金・支援制度の情報
提供など、事業者の省エネを
促進します。

脱炭素先行地域事業（太陽
光パネルの導入又はEVカー
シェア事業）を実施すると
ともに、地域貢献活動を実
施する民間事業者の公募を
行った。地域貢献活動の項
目の１つに「環境・脱炭素
の取組」を設定し、企業の
脱炭素化を促進した。

B

脱炭素先行地域事業の対象
施設として民間企業を追加
する際に求める条件の一つ
として、省エネ診断・改修
の実施を要件とするなど、
企業の自発的な取組を促
す。

脱炭素まちづく
り推進課

79

適
応
策
に
つ
い

て
の
情
報
提

供
・
啓
発

気候変動とその適応について
の情報提供や意識啓発、地域
での適応策の実施等に取り組
みます。

・引き続きSDGsアクションネット
ワーク会員等の民間施設において
クールスポット・クーリングシェル
ターの指定を行う。
・健康課と連携して市民啓発を行
う。

アクションネットワーク会
員等による民間施設におけ
るクールスポット・クーリ
ングシェルターが開設され
た。

B

・引き続きSDGsアクション
ネットワーク会員等の民間
施設においてクールスポッ
ト・クーリングシェルター
の指定を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

80

豪雨災害等に備えるため、ハ
ザードマップの配布等を通じ
て、平時から警戒箇所や避難
に関する市民への情報提供を
進めます。

・今年度奈良県が指定予定の土砂災
害警戒区域見直し分をWeb版のハザー
ドマップに反映する。
・中小河川の浸水想定区域を反映し
た紙ベースの洪水ハザードマップの
作成準備を進める。（R8作成完了予
定）

・目標どおり、奈良県が指
定した土砂災害警戒区域見
直し分をWeb版のハザード
マップに反映した。
・中小河川の浸水想定区域
を反映した紙ベースの洪水
ハザードマップの作成に向
けて他市事例や国の手引き
等を基に仕様の精査を進め
た。

B

・中小河川の浸水想定区域
を反映した紙ベースの洪水
ハザードマップの作成を完
了させる。

危機管理課

81
開発事業者等に対して、雨水貯留浸
透設備に関する指導、協議を行う。

開発事業者等に対して、雨
水貯留浸透設備に関する指
導、協議を行った。

B
開発事業者等に対して、雨
水貯留浸透設備に関する指
導、協議を行う。

事業計画課

82
市が管理する河川、水路、調整池等
の浚渫作業を行い、溢水・浸水等に
よる被害の防止及び軽減を図る。

業務委託により、定期的な
浚渫作業を実施。

B

市が管理する河川、水路、
調整池等の浚渫作業を行
い、溢水・浸水等による被
害の防止及び軽減を図る。

管理課

83
熱中症等について、予防の重
要性を広く発信し、意識啓発
を進めます。

・熱中症予防の継続及び強化

84
【新規】熱中症の予防につい
て、庁内の連携体制を整え、
全庁的に対策を行います。

健
康
リ
ス
ク
な
ど
へ
の
適
応

将
来
の
災
害
の
増
加
に
備
え
た
、

防
災
面
で
の
適
応

策
の
推
進

目標３　　③気候変動への適応策に取り組みます

脱
炭
素
型
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
、

脱
炭
素
経
営
の

促
進

集中豪雨による川の氾濫を防
ぐことを目的に、流出を抑制
する手段として、透水性舗装
やため池貯留施設などの適正

管理を進めます。

・広報、チラシ、SNSを用
いて熱中症予防の周知、啓
発を実施した。
・庁内の全課に熱中症対策
の強化を呼び掛けるととも
に取組状況調査を実施し、
結果の共有を行った。

次年度も厳しい暑さ
になることが予想さ
れることから一層の
熱中症予防の周知・
啓発を行う必要があ
る。

熱中症予防の継続及び強化
を行う。

健康課B
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85

「熱中症特別警戒アラート」
が発表された際、極端な高温
時におけ る熱中症防止のため
に、暑さをしのげる場所とし
てクーリングシェ ルターを開
放し、平時においては、涼み
場所「クールスポット」とし
て開放します。

・クーリングシェルターの指定の拡
大
・クーリングシェルターにOS1や飲料
水、冷却剤等が入った熱中症予防対
策物品の配付

・クーリングシェルター指
定施設が23施設から36施設
に増加した。
・クーリングシェルターに
OS1や飲料水、冷却剤等が
入った熱中症予防対策物品
を配付した。

B

次年度も厳しい暑さ
になることが予想さ
れることから、さら
にクーリングシェル
ター協力施設を募集
する必要がある。

・クーリングシェルター指
定施設を増やす。
・クーリングシェルターに
OS1や飲料水、冷却剤等が
入った熱中症予防対策物品
の配付する

健康課

86
要望に応じ、SDGsの推進をテーマと
する出前講座を実施する。

奈良北高校での出前講座
「SDGs未来都市 いこまの
取組」を実施（参加者16
名）

B

脱炭素（デコ活）やSDGsを
テーマとする出前講座メ
ニューを設定し、要望に応
じて講座を実施する。

脱炭素まちづく
り推進課

P16

87

引き続きこども5Rアドバイザー学習
を実施し、全小学校での実施を目指
すとともに、出前講座も対応を実施
する。

市内の全１２校の小学校４
年生を対象に、こども5Rア
ドバイザー学習を出前授業
として実施した。

B

引き続きこども5Rアドバイ
ザー学習を実施し、全小学
校での実施を目指すととも
に、出前講座も対応を実施
する。

環境保全課 P16

88

アクションネットワークのWebサイト
をリニューアルし、ネットワークの
運用を通じた取組事例等や会員情報
などを掲載する。

アクションネットワーク
ホームページをリニューア
ルし、全会員のページを作
成、各Goalページ、取組事
例等を充実させた。

B ー
脱炭素まちづく
り推進課

P16

89

いこまSDGsアクションネットワーク
会員と連携して「SDGsデリバリー」
をはじめとした市民向け学習機会を
増やす。

・SDGsデリバリーの実施
（1件）
・SDGsデリバリーメニュー
の追加（1件）

B

いこまSDGsアクションネッ
トワーク会員と連携して
「SDGsデリバリー」をはじ
めとした市民向け学習機会
を増やす。

脱炭素まちづく
り推進課

P15,P16

90
HPに加え、内容に応じてSNSを活用し
た情報発信を継続する。

市のHPやXを活用し、イベ
ントや周知事項など積極的
な情報発信に努めた。

B
HPに加え、内容に応じて
SNSを活用した情報発信を
継続する。

脱炭素まちづく
り推進課

P15,16

91

引き続き市ホームページや広報紙、
SNSなどを活用し、市民へ向けた環境
情報の発信を行い、より多くの市民
の関心を引き付けることを目指す。

市ホームページや広報紙、
SNSなどを活用し、市民へ
向けた環境情報の発信を
行った。

B

引き続き市ホームページや
広報紙、SNSなどを活用
し、市民へ向けた環境情報
の発信を行い、より多くの
市民の関心を引き付けるこ
とを目指す。

環境保全課 P15,16

健
康
リ
ス
ク
な
ど
へ
の
適
応

環
境
に
関
す
る
情
報
の
公

開
・
提
供
の
推
進

地域の自然環境や魅力的な活
動をより多くの市民が知り、
関心を持つきっかけづくりと
なる情報発信を進めます。

環
境
教
育
・
環
境
学
習
の
促
進

いこまSDGsアクションネット
ワーク会員の企業・団体及び
市民一人ひとりが持つ特技を
活かし、多様な地域課題や市
民ニーズ、社会情勢に応じた
持続可能な環境教育・環境学
習を促進するための仕組みづ
くりに取り組みます。

目標４　　②多世代が環境の取組に楽しんで参加し、輪を広げる機会をつくります

学校と連携しながら講座の開
催や学習教材の制作を進めま
す。

目標４　　①環境教育・環境学習で環境に関心を持つ人を増やします

19 / 25 ページ



【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

92

「健康」「子育て」「安心・
安全」など、環境分野以外の
取組とも連携・ 協力しなが
ら、市民が楽しみながら環境
との関わり合いを持つことが
できる場づくりを進めます。

様々な市民が楽しみながら環境や
SDGsについて学ぶ機会として「くら
しのブンカサイ」を開催する。

くらしのブンカサイの実
施。らら♪まつりと同時開
催により、ボランティア団
体関係者等、新たな来場者
に訴求できた。（来場者
数：1172人）

A

SDGsアクションネットワー
ク会員による取り組みや成
果を共有するとともに、
様々な市民が楽しみながら
環境やSDGsについて学ぶ機
会としてイベントを開催す
る。

脱炭素まちづく
り推進課

93
市内で自主的に実施されてい
る環境活動へのサポートを継
続します。

引き続き、自治会等における美化清
掃活動で出たごみの収集を行う。

自治会等における美化清掃
活動で出たごみの収集を
行った。

B
引き続き、自治会等におけ
る美化清掃活動で出たごみ
の収集を行う。

環境保全課 P15

94

いこま市民パワー中長期計
画2026を策定し、まちづく
り会社としてのビジョンを
明確化したほか、新たなコ
ミュニティサービスの実
施・検討に向け、緊密に連
携を図った。

B

アクションネットワーク会
員を中心としたリビングラ
ボにおいて、市民、事業
者、大学等の教育・研究機
関等の多様な主体が交流・
連携できる機会を創出す
る。

脱炭素まちづく
り推進課

P17

95

奈良女子大学と包括連携協
定を締結。「脱炭素に関す
る教育啓発のための企画立
案における連携・協力」を
連携項目のひとつとして掲
げた。

B
包括連携協定に基づき、大
学との連携に取り組む。

脱炭素まちづく
り推進課

P17

96

【新規】複合型コミュニティ
（愛称：まちのえき）づくり
に取り組む自治会の増加や活
動の継続に向けた取組を推進
します。

まちのえきネットワーク会
議を開催し、まちのえきの
取組発表や意見交換を通じ
て自治会間の連携強化と
ネットワーク化を推進し
た。また、複合型コミュニ
ティづくりに関心のある自
治会の参加により、新たに
２件の開設につながった。

まちのえきの取組自
治会同士の連携や情
報共有は進んでいる
一方で、活動の継続
や担い手確保に課題
がある。また、新た
に複合型コミュニ
ティづくりに取り組
む自治会を増やすた
め、関心のある自治
会に対する継続的な
支援や取組開始につ
ながる仕組みづくり
が必要である。

まちのえきネットワーク会
議や相談会等を実施し、活
動の継続支援を行うととも
に、新たに複合型コミュニ
ティづくりに取り組む自治
会を支援する。

地域コミュニ
ティ推進課

P13 P10

97

【新規】「生駒市協創対話窓
口」やいこまSDGsアクション
ネットワークを活性化し、民
間事業者等のノウハウやアイ
デアを活用した施策を推進し
ます。

SDGs推進事業補助金を活用
した民間事業者等による
SDGs推進事業の実施（２
件）
・チロル堂×リングスター
夏祭り2025
・いこいこまつりで取り組
む地域交流と海外文化交流

SDGs推進事業補助金を活用
した民間事業者等による
SDGs推進事業の実施

公民連携推進
課・脱炭素まち
づくり推進課

P16

協
働
と
パ
ー

ト
ナ
ー

シ
ッ

プ
に
基
づ
く
施
策
の
推
進

市民、事業者、大学等の教
育・研究機関等の多様な主体
が交流・ 連携できる機会を創
出します。

市
民
と
環
境
と
の
関
わ
り

合
い
の
促
進

いこま市民パワーによるコミュニ
ティサービスが効果的に実施される
よう支援するため、引き続き緊密に
連携する。

目標４　　③市民の交流参加のしくみと多様な主体が連携協力する体制を充実します
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98

公共施設、共同住宅、商業施
設及び医療施設などの集約に
よるコンパクトで便利なまち
づくりを引き続き推進

立地適正化計画の策定。
年度内に立地適正化計画を
策定した。

B -

立地適正化計画に基づくま
ちづくりを推進するととも
に、関係する届出を適切に
受理する。

都市づくり推進
課

P13

99

学研北生駒駅周辺について、
令和２年に設立されたまちづ
くり協議会の運営を支援し生
駒市の北部拠点及び学研高山
第２工区の玄関口として、次
世代につながる環境にやさし
い低炭素化・スマートシティ
を目指したまちづくりを推進
する。

土地区画整理準備組合による基本設
計や事業計画案の作成に対する支援
を行い、組合設立、事業認可に向け
た取組みを進める。

土地区画整理組合設立、事
業計画案作成に向けて都市
計画決定・変更、地区界測
量、関係地権者との地区境
界の確認作業を進めた。

C

土地区画整理準備組
合が、基本設計や事
業計画案の作成を行
える体制整備を図
る。

土地区画整理準備組合と連
携し、土地区画整理組合設
立・事業認可に向けた取組
を進める。

学研推進課 P13

100

生駒市都市計画マスタープラ
ンの 改定を通じ、豊かな自然
や田園環境との調和のとれた
まちづくりを推進する。

引き続き、都市計画マスタープラン
に基づくまちづくりを推進する。

都市計画マスタープランに
基づき、関係各課と連携し
てまちづくりを推進した。

B -
引き続き、都市計画マス
タープランに基づくまちづ
くりを推進する。

都市づくり推進
課

P13

101

学研高山地区第2工区の段階的
整備に向け、先行個別地区ま
ちづくり協議会を設立 し、基
本計画の策定とともに、段階
的な事業化、市民等への情報
周知・PR を行う。

学研高山地区南エリアにおいて、事
業計画素案を作成し、地権者の合意
形成のもと、組合設立に向けた取組
を進める。
学研高山地区ゲートエリアにおい
て、まちづくりの方向性を示す基本
構想・基本計画を作成し、地権者の
合意形成のもと、準備組合設立に向
けた取組を進める。

学研高山地区南エリアにお
いて、事業計画素案を作成
し、地権者の合意形成のも
と、組合設立に向けた取組
を進めた。
学研高山地区ゲートエリア
において、まちづくりの方
向性を示す基本構想・基本
計画を作成し、地権者の合
意形成のもと、準備組合設
立に向けた取組を進めた。

B

地権者の合意形成の
もと、学研高山地区
南エリアにおいては
組合設立、学研高山
地区ゲートエリアに
おいては準備組合設
立に向けた取組を進
める。

地権者の合意形成のもと、
学研高山地区南エリアにお
いては組合設立、学研高山
地区ゲートエリアにおいて
は準備組合設立を図る。

学研推進課 P13

102

環
境
負
荷
の
低
い

ま
ち
づ
く
り

【新規】防犯灯など室外灯の
LED化による消費電力の削減を
推進。

市内施設のLED化の状況調
査を実施し、現状を確認し
た。
部活動の地域移行等に伴う
グラウンドの夜間利用に対
応するため、小中学校やス
ポーツ施設への移動式LED
投光器の導入を検討した。

B

部活動の地域移行等に伴う
グラウンドの夜間利用に対
応するため、小中学校やス
ポーツ施設への移動式LED
投光器の導入を検討する。

脱炭素まちづく
り推進課

P13

　
魅
力
あ
る
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ

の
整
備

環境モデル都市アクションプランのみに該当
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103

省
エ
ネ
リ
フ
ォ
ー

ム
・
リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
支
援

【新規】PRサイトやセミナー
等で、リノベーションで実現
できる暮らしや中古住宅の利
点等を市内外へ発信。

急速な高齢化が進む
とともに、段階的に
行われてきた宅地開
発により、高齢者が
多いエリアでは今後
空き家が増加する可
能性が高い。
住宅・集合住宅ス
トックの建て替え、
リノベーションによ
り、資産価値、環境
性能の向上した住宅
ゾーンに若年層・子
育て世代の転入・住
み替えを進める。

生駒市PRサイト「いこまの
すまい」で、生駒の魅力や
特徴を活かして中古住宅を
リノベーションし、自分た
ちが求めていた住まい方を
見つけた家族の紹介を、引
き続き進めていく。

住宅課 P14

104

コ
ー

ジ
ェ

ネ

レ
ー

シ
ョ

ン

の
導
入
支
援

公共施設へのコージェネレー
ション導入の検討

引き続きたけまるホールの高効率空
調設備の運用を行う。

引き続きたけまるホールの
高効率空調設備の適切な運
用を実施した。

B
引き続きたけまるホールの
高効率空調設備の運用を行
う。

脱炭素まちづく
り推進課

P14 P15

105
公用車及びコミュニティバス
などの車両更新時における、
電気自動車導入検討。

現状ではコミュニティバスの路線は
勾配が多く、車両の調達コスト等総
合的に勘案した結果、当面の間導入
を見送ることとするが、状況の変化
があれば検討を行う。

コミュニティバスに適した
車両は、ガソリン車であっ
ても調達が難しい現状で
あったため、導入を見送っ
た。

B

世界的な情勢の変化に伴う
車両調達コストの増大傾向
や、コミュニティバスの路
線上に勾配が多いこと等、
総合的に判断し当面の間導
入を見送ることとする。な
お、状況の変化があれば検
討を行う。

防犯交通対策課 P14

106
ICT技術を活用した自転車シェ
アリングの導入を検討。

検討を進めるも、具体的な
成果はなかった。

C

民間の同種サービス
も展開されつつある
ことを踏まえ、市で
実施する必要性の可
否を検討する必要が
ある。

検討を継続する。
脱炭素まちづく
り推進課

P14

107

「市民向けのスマートフォン
アプリ（市民アプリ）」と連
動したエネルギーの見える化
など、エコ取組を促す仕組み
づくりを検討。

検討を進めるも、具体的な
成果はなかった。

C

「市民アプリ」の開
発者である奈良先端
科学技術大学院大学
との調整が必要であ
る。

検討を継続する。
脱炭素まちづく
り推進課

P15

108
「市民アプリ」を活用した、
クールスポット、ホットス
ポットの利用促進を検討

クーリングシェルター等の名称や位
置情報を(独法)環境再生保全機構に
登録する。

(独法)環境再生保全機構の
クーリングシェルタ―マッ
プに市内指定施設が掲載さ
れた。

B

「市民アプリ」の開
発者である奈良先端
科学技術大学院大学
との調整が必要であ
る。

クーリングシェルター等の
施設情報を適宜更新、公開
する。

脱炭素まちづく
り推進課

P15

109
市内全域及び各地域のエネル
ギー需給を総合管理するCEMS
の導入検討。

検討を進めるも、具体的な
成果はなかった。

C 検討を継続する。
脱炭素まちづく
り推進課

P17
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標）

110
電力需給の管理システム及び
市域の各種EMSと連携したデマ
ンドレスポンスの導入検討。

検討を進めるも、具体的な
成果はなかった。

C 検討を継続する。
脱炭素まちづく
り推進課

P17

111

市内で削減されたCO2削減量を
排出権化し、市内の事業者や
イベント、公用車などからの
CO2排出分のオフセットに活用
することを検討

市としての今後の取組を確認したう
えでアクションネットワーク会員に
共有し、検討を行う。

検討を進めるも、具体的な
成果はなかった。

C

創エネ省エネシステム普及
促進事業補助金でのJクレ
ジットの活用について検討
を行う。

脱炭素まちづく
り推進課

P17

112
ICTを活用した農業の効率化、
農福連携、6次産業化等の推進
による農業振興を検討。

要綱を施行し、活用してもらう

スマート農業機器を購入し
た人に対する、2分の1補助
金（上限30万円他）の要綱
を施行した（令和8年1月）

B
スマート農業推進事業補助
金を活用してもらう

農林課 P17

113
介護予防・日常生活支援総合事業参
加延人数　119,844人

介護予防・日常生活支援総
合事業参加延人数
121,843人

A
今後も引き続き総合
事業について推進し
ていく。

介護予防・日常生活支援総
合事業参加延人数
144,000人

地域包括ケア推
進課

P13

114
市直営の地域子育て支援　拠点利用
者数27,779人

市直営の地域子育て支援
拠点利用者数24,903人

B

安全面・衛生面の観
点から、引き続き一
定の定員を設け実施
する。
定員数を設けること
でスタッフの目が行
き届き、気軽に悩み
が相談できる場を構
築する。

市直営の地域子育て支援
拠点利用者数
26,637人

こども家庭セン
ター

P14

115

本市への誘客を図るため、2025大
阪・関西万博で高山茶筌の魅力を発
信するとともに、作成したモデル
コースを活用し着地型観光商品の販
路開拓を行う。

観光ボランティアガイド利
用者数：2882名（依頼ガイ
ド・企画ガイド・宝山寺定
点ガイドの合計）

今後は観光協会で実
施予定

商工観光課・観
光振興室

P14

ＳＤＧｓ未来都市計画のみに該当
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116

幅広い年齢・様々な状況の方に参加
していただけるよう、講座・イベン
トの内容を見直し、工夫して実施す
る。
審議会等への女性委員の参画目標40
～60％（R8年3月末）を目指し、引き
続き啓発を行う。

講座・イベントや女性相談
を通じて、女性のエンパ
ワーメント向上につながる
取組を行った。
・女性のキャリア形成セミ
ナー（1回）の開催
・女性相談実績 1,104件
（対前年度+57件）
・審議会等における女性委
員のさらなる参画を目指
し、その現況と目標値等を
周知・啓発するための通知
を行った。
※審議会等の女性比率
34.6％

B

毎年度、審議会等へ
の女性委員の参画拡
大について依頼し啓
発に努めているが、
女性委員の割合は目
標の40％に届かず、
35％程度で推移して
いる。
各課に目標達成に向
けた一層の取り組み
への協力依頼をする
際に現状の共有を図
るとともに、より一
層の啓発に努める。

講座・イベント開催の際に
は、幅広い年齢・様々な状
況の方に参加していただけ
るよう、内容を見直し、工
夫して実施する。
また、審議会等への女性委
員の参画目標40～60％（R9
年3月末）を目指し、引き
続き啓発を行う。

ダイバーシティ
推進プラザ

P11

117
こみすてモデルを含め、多様な住民
が参画できる複合型コミュニティの
形成に係る支援を行う。

複合型コミュニティづくり
に取り組む４自治会に対
し、補助金の交付等の支援
を行った。

B

補助金の交付終了後
も自立して活動を続
けていくための資金
調達等が課題となっ
ている。少額でも稼
ぐ仕組みづくりを支
援していく必要があ
る。

こみすてモデルを含め、多
様な住民が参画できる複合
型コミュニティの形成に係
る支援を行う。

地域コミュニ
ティ推進課

P11

118

施設所管課より依頼や協議があった
場合に、公共施設等総合管理計画に
則り、省エネ化・脱炭素化に資する
アドバイスを行う。

プロポーザルに委員として
参加する際や各課からの協
議の際に、省エネ化・脱炭
素化を含めた総合的な観点
から工事についてのアドバ
イスを行った。

B -

施設所管課より依頼や協議
があった場合に、公共施設
等総合管理計画に則り、省
エネ化・脱炭素化に資する
工事についてのアドバイス
を行う。

施設マネジメン
ト推進課

P15

119

竜田川浄化センターにおいて、夏季
期間に各機械の稼働時間の調整を行
い、平成２２年度比で１００ｋWｈ以
上の節電を行う。

夏季期間に各機械の稼働時
間を短縮することにより、
平成２２年度比で月間約２
００ｋＷｈの節電効果が
あった。

A

昨年度に引き続き、竜田川
浄化センターにおいて、夏
季期間に各機械の稼働時間
の調整を行い、平成２２年
度比で月間１００ｋＷｈ以
上の節電を行う。

竜田川浄化セン
ター

P18

120
契約書内に環境への配慮の項目を入
れるよう、庁内に促す

契約検査課が作成する契約
書ひな型に、環境配慮事項
を盛り込んだ。

B
引き続き、契約書内に環境
への配慮の項目を入れるよ
う徹底する。

脱炭素まちづく
り推進課

P21

121
施設所管課より依頼や協議があった
場合に、事務局（SDGs推進課）まで
報告するようアドバイスを行う。

各課から依頼や協議があっ
た際に、必要に応じて事務
局に報告するようアドバイ
スを行った。

B -

施設所管課より依頼や協議
があった場合に、事務局
（脱炭素まちづくり推進
課）まで報告するようアド
バイスを行う。

施設マネジメン
ト推進課

P21

女性の活躍促進

複合型コミュニティ事業

下水道施設における維持管理・運転管理上の
工夫等

建築物（新築・建替）のZEB化の推進

外部への業務委託等に伴う受託者への環境行
動の推進

生駒市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）のみに該当

エネルギー使用に大きな影響を及ぼす施設・
設備の新設・改修・廃止等計画の報告
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【別紙１】

生駒市環境基本計画等の関連計画に基づく取組状況調査について

令和８年度に向けた
課題と改善方針

計画で掲げる事業
（環境基本計画をベースとする）

令和７
年度の
評価

令和７年度の取組計画（目標） 令和７年度の取組結果No 担当課

第3次環境モ
デル都市ア
クションプ
ラン

ＳＤＧｓ
未来都市
計画

地球温暖化
対策実行計

画

令和８年度の取組計画（目
標）

122
開庁時間を9:00～16:30に短縮し、残
業時間を抑制することで、使用電力
量の削減を目指す

計画どおり開庁時間を9:00
～16:30に短縮した。今般
の温暖化等による熱中症対
策及び選挙（計２回）の事
務等により、前年度比での
使用電力量の削減には至ら
なかった。

・令和7年度　庁舎電気料
金
　23,872,340円
（前年比　+1,071,312円）
・令和6年度　庁舎電気料
金
　22,801,028円

Ｃ

令和7年度に実施した
開庁時間短縮に伴
い、働き方改革に一
定の効果はあったも
のの、窓口対応以外
についてもさらなる
環境整備を推進する
ことで、実質的な勤
務時間及び使用電力
量の削減を図り、脱
炭素まちづくりに寄
与する必要がある。

フレックスタイム制の運用
を開始し、多様な働き方の
実現と併せて、勤務時間に
関し職員本人に一定の裁量
権を与えることにより、常
態的な時間外勤務の削減を
目指し、引き続き使用電力
量の削減を目指す。

・4月～9月：試行期間
・10月～　：本運用

人事課 P21
働き方改革・DX の取組による使用電力の削
減
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